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日本と主要諸外国の所得税(国税)の課税最低限とその構成内訳(夫婦子2人の給与所得者の場合)未定稿

(2006年1月現在)

(備考)1日 本は子2人のうち1人を特定扶養親族、アメリカは子2人のうち1人を17歳未満、イギリスは子を2人とも1歳以上として計算している。
2_邦貨換算レートは、1ドル=‖3円、1ポンド=201円、1ユーロ=137円(基準舛国為替相場及び裁定外国為替相場:平成17年(2005年)6月から11月までの間における実勢相場め平均
値)。 ~

(故考力擁

区 分 日 本 アメリカ イギリス ドイッ フランス

課税最低限

万 円

325  0

万 円

3 7 8  5

万 円

3 7 6 .フ

万 円

5 0 8  1

万 円

4 1 0 7

課税最低限の

積算根拠

万円

給与所得控除   115.5

基礎控除     38.0

配偶者控除    380

扶養控除     l ol.o

社会保険料控除   32.5

人的控除

概算控除

子女税額控除

ドル

13,200

10,300

1,000

基礎控除

児童税額控除

ポンド

4,895

2,796

ユ ー 日

被用者控除     920

特別支出概算控除   '2

保険料概算控除   3,773

ゼ田税率適用上限類 15,328

児童手当(税額控除)3,696

ユ ー 回

社会保険料控除   5,391

必要経費概算控除(定率)2,439

給与所得控除(定率)4,391

ゼロ税率適用上限額 4,412

低所得者税額控除   252

不徴収点       61


